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提言にあたって 
 

伊勢原市では、２０２３年３月に「第２次伊勢原市生涯学習推進指針」（以下、
「第２次指針」という。）を策定した。第２次指針においては、「基本目標２ 支
援体制の整備」の中で「学校と地域の連携・協働の推進」が位置づけられており、
地域学校協働活動推進事業等を通じて、子どもを中心に据えた地域づくりが目
指されている。学校と地域の連携・協働は、子どもたちの学びや育ちを支えるこ
とはもとより、そこに参画する大人たちの学びと育ちを支える学びあいであり、
育ちあいであることが求められる。 

 
 また、第２次指針の「基本目標３ 学習機会の充実」には、「お互いを尊重し
合い、多様性を認め合う学習機会の提供」が新たに追加された。外国にルーツの
ある人たちや障がいのある人たち、多様なセクシュアリティの人たちなど、多様
な背景を有する人たちとともに、生涯学習を通じて互いを尊重しあえる関係性
の構築を目指している。 
 
 以上のことから、今期の社会教育委員会議では、子どもから高齢者まであらゆ
る世代の人びとが交流を深め、学びあい、障がいやセクシュアリティ、一人ひと
りのルーツといった多様性が認めあえる地域コミュニティを「育ちあえる地域
コミュニティ」ととらえる。そして、「育ちあえる地域コミュニティをどうつく
っていくか」をテーマに、今期の研究と議論を深め、提言する。 
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研究テーマについて 
 

「育ちあえる地域コミュニティをどうつくっていくか」は、非常に大きなテー
マである。それゆえに、議論が広がりすぎて、何らかの結論をまとめることがで
きないことも起こりうることを鑑み、次のように進めることとした。 

１  「育ちあえる地域コミュニティをどうつくっていくか」という問いに迫っ
ていくために、課題を限定する。これまでの社会教育委員会議での意見交
換の内容を踏まえて、次の三つの研究テーマを設定した。 

 
Ａ「地域住民と学校の連携（地域の教育力）」からみた「育ちあえる地域コ 

ミュニティ」づくりの現状と課題を明らかにし、社会教育から可能なア 
プローチを考える。 

  Ｂ「外国にルーツのある人びと」からみた「育ちあえる地域コミュニティ」 
づくりの現状と課題を明らかにし、社会教育から可能なアプローチを 
考える。 

  Ｃ「障がいのある人びと」からみた「育ちあえる地域コミュニティ」づく 
りの現状と課題を明らかにし、社会教育から可能なアプローチを考え 
る。 

２ 課題別に専門部会を設置し、委員は一人につき一つの専門部会に所属す
る。専門部会は社会教育委員会議の定例会とは別日程で調査活動を行う。 

３ 社会教育委員会議の定例会を全体会と位置づけて、各専門部会は定例会
ごとに進捗状況を報告する。 

 
専門部会の構成は、下記のとおりとした。なお、議長はすべてのグループに所

属した。 
 ・A グループ（「地域住民と学校の連携」の視点） 

   →今井委員、須永委員、〇細谷委員、園山委員、古里議長 
  ・B グループ（「外国にルーツのある人びと」の視点） 
   →〇板倉委員、岩﨑委員、杉山委員、古里議長 
  ・C グループ（「障がいのある人びと」の視点） 
   →〇石塚副議長、白鳥委員、鶴田委員、久保薗委員、古里議長 

（〇は各グループのとりまとめ役） 
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活動の経過 
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提言 
「育ちあえる地域コミュニティをどうつくっていくか」 
 
１ 「地域住民と学校の連携」の視点から 
（１）現状 

伊勢原市の地域と学校の連携は、平成６年度発足の地域連絡会から始まり、現
在小中１４校でその成果を上げてきた。その後、令和４年度から学校運営協議会
に代わり、併せて地域学校協働活動推進員が配置されるようになり、学校や地域
を支援する制度が整いつつある。後者は人選が未定の地区があるが、地域と学校
の連携活動が従前から活性化している地域である。今後は地域学校協働活動本
部が立ち上がり学校運営協議会と共に機能しながら連携活動が活発化すること
が求められている。 

しかし、令和２年からのコロナ禍の期間に、連携活動を中止したり、方法を変
えたりした活動は多い。今、学校は、教育課程や地域行事等のかかわりを含めて
見直し、新しい日常を構築しようとしている。また、学校の働き方改革という視
点でも見直しが図られているが、次世代に向けて子どもたちに「生きる力」を育
むためには、地域との連携は大変重要で必要不可欠である。 

今回の調査では、成瀬中学校区（成瀬地区全体）の公立１中学校（成瀬中学校）
と３小学校（石田小学校・成瀬小学校・緑台小学校）の「地域との連携」と、県
立学校（伊志田高等学校・伊勢原支援学校）や私立学校（向上高等学校・自修館
中等教育学校）の「地域との連携」を、同地域の学校として調査した。また、成
瀬中学校区の各学校と連携しながら、愛甲石田駅南口で「ロータリーふれあい祭」
などの活動に取り組んでいる成瀬活性化委員会についても調査を行った。 

成瀬活性化委員会では、「地域でできることは、地域で」「ふれあいの創出」「環
境整備」「安心安全防犯活動」「防災活動」などをキーワードに活動を行なってお
り、他団体と連携し組織化されている。また、活動範囲も石田地区が中心である
が成瀬中学校区（成瀬地区全体）をカバーして、ホームページやタブロイド紙・
地域回覧・口コミを活用して情報発信をしており、行政機関や企業との連携を通
じて、「ロータリーふれあい祭」に関しては、市全体や他市からも参加者が増加
している。  

「ロータリーふれあい祭」では、成瀬地区の全学校の児童・生徒の絵画等の作
品展示がおこなわれ、市立小中校４校、県立学校２校、私立学校２校の８校が参
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加している。他校の作品を見て、学齢の発達等を感じ、学習の様子や表したいこ
とを見て取れるよい機会となっている。また、各校の児童・生徒の交流の場にも
なり、最後には、自修館中等教育学校が楽団演奏を披露し、片付けの手伝いをし
てくれている。 

ふれあい祭以外では、中学生の「どんど焼」「子安神社の祭り」の参加・手伝
い、高校生の「全校公園清掃」、支援学校の「防災訓練」、向上高校生徒会による
「城ノ腰ハロウィンパーテイー」「朝の登校指導」など地域の人手不足を補って
いる。 

学齢が上がるにつれて、児童・生徒のボランティア意識も高まり、高校におい
ては特に地域との連携を重要視していることが明らかになった。総じて言える
のは、地域の人手が不足する中で、中学生以上が、それを補う重要な戦力として
地域住民に求められ、同時に生徒たちにとっても地域の人に認められる機会と
なり、かけがえのない交流活動になっていることである。例えば、向上高等学校
では、生徒会「なおき会」主催でボランティアを募り、地域の子どもを招きハロ
ウィンを城ノ腰公園で実施したり、地域の人とともに清掃活動や花植えの活動
も行ったりしている。それらの活動は、高校生たちが、地域の人を知り、自己存
在感を確かめる貴重な機会となっている。地域や学校が提供する焼き芋やお菓
子等が、ささやかなごほうびとなり、人づくりの潤滑油としても機能するようで
ある。 

また、県立学校も私立の中等教育学校・高校も、自らの学校の教育理念や教育
課程の中で、ローカリティを大切にする地域との連携を重要視していることが
明らかになった。 

 
（２）課題 

地域の公立小中学校においても各校の特色ある教育課程の中で、学校支援ボ
ランティアが定着し、様々な学習支援・環境整備支援・ふれあい活動・避難所連
携を行っていた。令和６年度の段階で、小中学校は様々な地域の支援を受け、地
域とかかわる学習を双方向で実践していることが確認できた。 

伊勢原市の小中学校の地域との連携は、すでに現状でもかなり活性化してい
るといえる。しかし、地域学校協働活動本部の立ち上げについては、学校運営協
議会と同じものをつくっても意味がないなどの意見もあり、制度としての理解
や立ち上げの推進を行政（教育委員会）とともに努力する必要がある。 
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令和２年から令和５年の間に、コロナ禍で、中止した地域と連携した活動は多
い。今、学校はそれらの活動を働き方改革の視点・行事の精選・学習効果等から
見直しをかけ、最も必要なものを再生する取り組みを行っている。 

また、学校の先生の人手不足や多忙化にともない、児童・生徒に向きあう時間
をどう確保するかという課題が生まれている。中学校の部活動が地域の指導者
に移行していくことが求められつつも、一方でそれがスムーズには進展してい
かない現状において、地域の支援がより求められることになる。 
 地域のイベントに関しては、持続可能な運営ができる組織に世代交代し、成長
していくことが求められている。現状では、高齢者の参加が多く、中心になって
活動している人も元気な高齢者である。 

高齢者への偏りという現状を打開する方法の一つとして、愛甲石田駅南口の
「ロータリーふれあい祭」の運営方法が参考となる。そこでは、イベントの司会
者が大学生であったり、地域の学校の児童・生徒たちが作成したポスター等の作
品が展示されていたりと、子どもたちや若者の興味のあるイベントが多く開催
されるとともに、ふれあい祭の中での役割が与えられていた。高齢者だけでなく、
子ども・若者にも地域のイベントに参加するきっかけが保障されることで、徐々
に次の世代が体験し運営も担っていけるのではないかと期待ができた。その意
味で学校との連携は情報を PR、また共有し、次世代へとつなぐ重要な柱である
と考える。 
 
（３）提言 
ア 地域の中に主体的な地域づくりの理念と活動を生み出す 

以上のように、「地域と学校の連携」「学校と地域の連携」という視点で「育ち
あえる地域コミュニティ」づくりを調査してきた。「地域と学校の連携」につい
ては、成瀬活性化委員会の「地域コミュニティづくり」の考え方とその活動の中
でも特に「ロータリーふれあい祭」に注目して、その現状を調査した。そこから
見えてきたこととして、「地域と学校の連携」がより双方向のものとなり、子ど
もから大人までが育ちあえるものになるためには、次のことが必要である。 

 
・地域の中に主体的な地域づくりの理念と工夫があることが重要である。 
・様々な行政（市の担当課）と連携することにより活動が活性化していること。 
・「地域と学校の連携」はその一部であり、地域に主体的な地域づくりの理念や
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方法があることが、より「学校との連携」にも深まりと広がりを持つこと。 
・そうした取り組みを特定の地域に限定せずに、市全体に広げていくこと。 
  

以上をふまえ、次のような取組みを進める必要がある。一つは、成瀬活性化委
員会の取り組みに見られるような、主体的に地域づくりに取り組む理念と活動
を、伊勢原市の各地域で住民自らが育み、深めるための社会教育活動に取り組む
ことが必要である。加えて、「ロータリーふれあい祭」のような「多世代でつな
がる場づくり」の取り組みを各地域で創出し、広げていくことを社会教育の観点
から支援していくことも必要である。 
 
イ 子どもが育つ地域環境の充実へむけて 
・令和６年度の段階で、市青少年課による伊勢原市内小学校１０校に放課後の居

場所として、放課後子ども教室「いせはら未来っ子クラブ」が開設されたこと
で、家庭支援の環境が整いつつある。 

・民生委員・児童委員も放課後の居場所を設定するなど各校区で工夫され、学校
を中心とする地域環境は整って来たといえる。 

・放課後子ども教室の支援員も地域から募集し一定の人員確保ができており、子
どもたちの居場所と交流の場が定着してきている。 

・学校の休み時間や朝の時間の見守りについては、地域においても人手不足はい
なめず対応できていない現状がある。集団登校の学校は８時１０分登校で、指
導者がそろっている時間に登校することはよいのだが、親は仕事に出て朝早
く子どもだけで家庭にいる状況への支援が求められている。 

・朝ご飯を食べていない子どもの問題解決に NPO が「朝ごはんの子ども食堂」
を立ち上げているが、地域には、子どもが健全に育つうえで未整備な部分があ
るので、その部分を埋める努力が必要である。社会教育分野は行政と連携しボ
ランティアの育成を含めて、地域力を向上させることが、求められている。 

 
 以上の点と「地域と学校の連携」の現状をふまえ、今後取り組むべきことと
して、次の点が挙げられる。 
 一つは、「地域と学校の連携」を進める上で重要な役割を果たす地域学校協
働活動推進員が、情報交換や意見交換を十分に行う機会を提供するなど、その
活動と力量形成を支える仕組みを整えることが必要である。また、部活動の地
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域移行を進めていくためには、地域のなかにそれを受けとめるための力量が形
成されていることが求められる。そのための仕組みづくりをすすめていくとと
もに、学校関係者と地域住民とが、部活動のあり方についての理念を共有し、
意見交換を行える場を創出することが必要である。 
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２ 「外国にルーツのある人びと」の視点から 
（１）現状 

①国・県・市の現状 
・国・県・市どの資料を見ても、外国人数は増加している。令和７年２月現

在、伊勢原市で３,４７７人が生活している。 
・国の受入体制も外国人技能実習制度から育成就労制度への転換など、受け

入れ拡大の方向である。 
・文部科学省でも日本語指導が必要な児童・生徒数の増加、それに伴う支援

の必要性は認めている。 
 

②市内の現状と課題 
・伊勢原市外国人現況（R７．２） 外国人数 ３,４７７人 

 
資料：伊勢原市市民協働課より   
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・外国にルーツがある子どもで、実際には日本語が分からなくても、父か母が
日本人であれば日本国籍も持っているため、この表には含まれない。実数は
つかみにくいが、日本語支援を必要としている人は、もっといると思われる。 

・この１０年間で２倍以上、令和５年１月からは６２６人増加、市人口比率 
２.８％から３.４％に増加している。 

 

・地域日本語教室・学習支援教室は、７か所で実施されている。 
「火曜日にほんごこうざ 火曜日１９時～ 中央公民館」 
「伊勢原インターナショナルクラブ 木曜日１０時～ 中央公民館」 
「伊勢原インターナショナルクラブ 土曜日１８時～ 中央公民館」 
「伊勢原サンシャイン教室 火曜日１５時半～ 伊勢原北コミュニティ 
センター」 
「桜台サンシャイン教室 土曜日１４時～ 伊勢原南コミュニティセン 
ター」 
「成瀬サンシャイン教室 土曜日１４時～ 成瀬コミュニティセンター」
「外国人向けサロンそら sky 月１回火曜日 １０時～ 伊勢原シティプ
ラザまたは成瀬コミュニティセンター」 

・地域的には、伊勢原駅周辺に６か所、外国人数が多い成瀬地区は２か所で
ある。教室開催頻度は、週１回が６か所で、月１回が１か所である。 

・曜日別では、火曜日３か所、木曜日１か所、土曜日３か所となっている。 
 
（２）課題 

・小中学校では、「国際学級」の設置もあるが、転入学の前に日本の学校に慣
れさせるようなプレスクールはない。（横浜市保土ヶ谷区には「ひまわり教
室」があり、来日したばかりの小中学生とその保護者を支援している。） 

・母国で９年間の義務教育相当を修了した者（既卒者）は、日本語や進学のた
めの学習や情報を必要としていても、市立中学校への受入れはないので、地
域日本語教室・学習支援教室の地域ボランティアに頼らざるを得ない。 

・子どもがいないうちは、大人だけで地域社会とそれほどに深く接点を持たな
くても日常生活が送れるが、子どもが生まれたとたんに地域社会の子育て情
報が必要になる。例えば、赤ちゃんが熱を出した時に、どこの小児科に行く
のがいいのか悩む人は多いと考えられる。現在、マタニティ期から乳幼児同
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伴で参加できるのは、１か所のみである。 
・日本語が分からないと、市役所での事務手続きや学校からのお手紙を読む等、

日常の些細なことでも困る。特に小学校入学時の提出書類は、日本の学校文
化を理解していない保護者にとって、枚数が多く複雑で難解である。日本語
ができる友人や民生委員がサポートしているが、地域に気軽に相談に行ける
「居場所」はない。 

・支援者は地域のボランティア中心であり、高齢者が多い。 
・市民協働課が３年前から日本語ボランティア養成講座を実施しているが、ま

だ人数的に不足している。 
・子どもたちへの支援には、長期的な視点で日本語教育を提供していく必要が

ある。母語保持もアイデンティティの面では大切であるし、日本語と母語の
両方が中途半端にならないための配慮も重要である。そういった内容を扱う
ボランティア研修は少ない。 

 
（３）提言 

伊勢原市では、現在、若い世代、特に子育て世代の外国人住民が増加している。
だが、日本語がよく分からない人が多く、地域日本語教室・学習支援教室と、そ
れを支える地域ボランティアが不足している。 

外国人住民への日本語学習支援は、「福祉」「教育」「まちづくり」のどの視点
で捉えても、喫緊の課題と言える。これまで「制度」「予算」「前例」等を理由に、
外国人住民支援を敬遠する風潮があったが、安心安全な地域づくり、人口減少の
緩和、ひいてはすべての人が活躍できる社会の実現のため、「外国にルーツのあ
る人々の視点」を忘れないようにしたい。 

すぐに地域日本語教室・学習支援教室を増設することは難しいだろうが、公民
館、児童館、コミュニティセンター等の公共施設や学校に、外国人住民が参加し
やすい「居場所」を設置することを提言したい。子育て情報を得たり、母語での
会話で、くつろいだりするニーズはあると思われる。外国にルーツのある未就学
児を持つ親のサークルの新設、母国料理やお祭りなどの紹介イベントを企画実
施するなど生涯学習につながる可能性もある。 

公共施設は誰にでも平等に開かれているようでいて、外国人にとっては敷居
が高いようなので、「時間」「場所」「対象者」を設定し、「参加してみようか」と
いうモチベーションを高めていく工夫も必要であろう。 
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また、日本語ボランティア拡大、スキルアップのためには、日本語ボランティ
ア養成講座、スキルアップ講座等の研修が必要である。各公民館での巡回講座と
し、市内全域から参加者を募りたい。また、講座修了者には修了証を渡すように
すれば、励みになるだろう。受講者を高校生や大学生などの若い人にも広げたい。 

「居場所」というゆるやかに人と人とがつながり、言葉を交わす場所で、顔の
見える関係を築くことは多文化共生の地域づくりに通じると思われる。日本人
も外国人も「知ろう・話そう・つながろう」で、相互理解を深め、高めあい、地
域コミュニティの基盤を確かなものとしていきたい。 
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３ 「障がいのある人びと」の視点から 
（１）現状 

社会教育活動の中で、「障がいのある人びと」と共に活動している事業は、ま
だ少数である。市民においてや社会教育の分野においても、多様な障がいについ
て十分理解していないこと、受け入れる体制はあっても、その具体的方策などが
まだまだ不十分である。 

そのため、障がいのある人びとと直接話しあいの場を持ち、なぜイベント参加
等が出来ない理由やこうしてほしいという要望などの思いを知ることができた。   

また、視覚障がい者の方に、公民館まつりや文化会館での音楽会などに参加し
ていただき、問題点等をあげていただいた。一口に「障がい」と言ってもその幅
は広く、一律に論じることの難しさや事業を立案する難しさも含まれている。 

いずれにしても、まだ各種社会教育事業を通して、障がい者と共に「育ちあえ
る地域コミュニティ」づくりには、現状では、さらに検討を重ね、取り組みには
段階を踏まなくてはならないと思われる。 
 
伊勢原市 人口 ９９，５３３人  （令和７年３月１日現在） 
     男性 ５０，５４９人、女性 ４８，９８４人、 

世帯数４８，４３６世帯 
 

・障がい者福祉 
（１）身体障がい者 ６等級に分類 手帳交付者数 ２，６７３人 
 

（２）知的障がい者 ４等級に分類 手帳交付者数 １，０９６人 
 

（３）精神障がい者 ３等級に分類 手帳交付者数 １，３７６人 
 

 ・高齢者福祉 
   ６５歳以上人口 ２６，９３３人 市人口の２７．１％  

資料：住民基本台帳、保健福祉の概要（令和７年３月報） 
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（２）課題 
 「育ちあえる地域コミュニティ」づくりということで、「○○しあう・しあえ
る」ということが大切である。 
 イベント等に障がい者の方が参加してもらえば、「○○しあう・しあえる」と
なったかというと全く違う。まず一歩として、各種イベント（講演会等）への参
加ができるようにしたい。 
 障がいのある方の中には環境が整えば参加したいとの意見があり、以下の課
題がみえてきた。 
 
ア イベント等に参加してもらうための課題 
 ①社会教育事業の中で取り組みを工夫するもの  

・情報発信の仕方 
・支援方法 

例：要約筆記、音声ガイド、手話、ガイドヘルパー、字幕つき、  
コンシェルジュ的な人をおく（総合世話係）、 
フリーな支援者（事前に利用者は連絡してもらう）、点字の説明書 

・障がい者の発表・出展の場の提供（公民館まつり等） 
 ②他の部局等と連携を取りながら進めるもの 

・学校教育との連携 
例：社会福祉協議会、包括支援センター、身体障害者福祉協会 等 

（車イス操作、手話、認知症への理解、福祉の授業） 
・ボランティアの育成 
・地域住民との日常の交流（あいさつ、自主防災活動等） 

  ・合理的配慮※について理解を深める。 
 ③将来的な展望の中で提案するもの 

・障がい者にとって使いやすい社会教育施設の充実 
例：多目的トイレ、スロープ 等 

・地域住民との日常の交流（あいさつ、自主防災活動等） 
 
 
 
 

※合理的配慮…障がいのある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの対応 
を必要としているとの意思が伝えられたときに、負担が重すぎない範囲で対応すること。 
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イ 社会教育としての課題 
  本来、社会教育は「○○しあう・しあえる」というねらいが根底にあると思

われる。社会教育事業では、誰もが、時には受講生であり、時には指導者にな
りうる性格のものだと考えられる。参加者がプランナーになったりすること
によって、よりお互いが成長しあうところに社会教育の魅力がある。ところが、
時代の流れと共に、生涯学習から発したやや受身的な学習が社会教育の主流
になりつつある。もちろん、それが誤りとか、方向が違うということではない。 

  ただ、社会教育の本来の姿が薄らぎつつあることが、いつしか地域コミュニ
ティを揺るがせていることも感じられる。 

  学習の中で、講座や教室等が増え、学級が姿を消している実態からしても、
市民の学習に対する考えが変わりつつあることを感じる。そうした実態の中
では、より障がい者の視点からの取り組みも求められる気がする。 

 
（３）提言 

「障がいのある人びと」からみた「育ちあえる地域コミュニティづくり」の現
状を知るために、障がい者の方々との直接の話しあいの中からたくさんの課題
がみえてきた。社会教育からそれらの課題にどうアプローチできるか、研究と議
論を重ねてきた。 
 障がい者の方々と地域との日常の交流がより深まり、結びつきの強いコミュ
ニティを求めていきたい。 
 
 ・障がい者に関わる情報入手を確立させ、各種の社会教育事業やその他イベン

ト等の周知時に提供することはもちろん、日々の生活で何気なくつきあえ、
一過性でない環境を維持することが重要であると考える。 

 ・コミュニケーション（互いの考えや気持ちを伝える意思疎通や情報伝達）を
とり、互いに理解しあうことの大切さを深めていく。 

 ・今後は、それぞれの障がいに必要なバリアフリーなど一緒に考えていきたい。 
 ・現在の課題に向けて、一気に前進させようとすることは大変困難である。過

去の取り組みの上に立って、「どこから取り組むか」ということが、これか
らの基礎づくりになると思われる。それと同時に、あくまでも福祉的な視点
にこだわらず、社会教育の本来持つ取り組みを考えることが必要である。 
支援方法（要約筆記、音声ガイド、点字の説明書等）の充実はもちろん、学
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校教育との連携、身体障害者福祉協会等との連携などもさらにより一層深まる
ことを望む。 

また、例えば社会教育事業の中に「手話」の講座を設け、その中で聴覚障が
い者の方から手話に学ぶとか車イスの方と共に受講生も車イスに乗り、実際に
街に出てみる事業を設けるとかいろいろあると思われる。それが「育ちあえる」
ことにもつながるのではないだろうか。 

テーマである「育ちあえる地域コミュニティ」をつくるには、障がいのある
なしにかかわらず全ての市民が社会教育活動に参加していくことが欠かせな
い。お互いがお互いを正しく理解しあい、生活や社会教育活動のなかでサポー
トしあうことで、障がいのある人たちの社会参加の機会はもっと広がると思う。 

地域住民がお互いに学習しあうことや日常のあいさつからのはじまりで交
流が深まることで結びつき、社会教育活動を基盤として、より強いコミュニテ
ィができるのではないだろうか。 
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おわりに 
 今期の社会教育委員会議では、「子どもから高齢者まであらゆる世代の人び
とが交流を深め、学びあい、障がいやセクシュアリティ、一人ひとりのルーツ
といった多様性が認めあえる地域コミュニティ」を「育ちあえる地域コミュニ
ティ」ととらえ、その現状を調査し、その成果をもとに議論をすすめ、提言を
行った。しかしながら、２年という限られた期間の中で調査しえたのは、その
現状の一端であり、「育ちあえる地域コミュニティをどうつくっていくのか」
という課題に取り組んでいくためには、さらなる調査と議論が必要である。 
 限られた期間での調査と議論ではあったが、その中から見えてきたこともあ
る。今期の社会教育委員会議では、「地域住民と学校の連携」「外国にルーツの
ある人びと」「障がいのある人びと」という三つの視点から上記のテーマにア
プローチを行ったが、いずれも、地域で暮らす一人ひとりが、その生活の中か
ら感じたこと、考えていることを語りあい、聞きあうことを可能にする場づく
りの必要性を提言している。「育ちあえる地域コミュニティ」づくりは、すぐ
に実現可能なものではなく、時間をかけた地道な取組みが必要となるが、この
提言をふまえ、一人ひとりが語りあい、聞きあうことができる場の創出のため
の第一歩を踏み出してほしい。 
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資料（社会教育委員名簿） 
 

任期：令和５年５月１日～令和７年４月３０日 

区分 氏名 所属等 備考 
学校教育 今井

い ま い

 仁
じん

吾
ご

 伊勢原市小学校校長会 
(伊勢原市立成瀬小学校 校長) 

 

須永
す な が

 尚
なお

世
よ

 伊勢原市中学校校長会 
(伊勢原市立伊勢原中学校 校長) 

 

社会教育 石塚
いしづか

 京子
きょうこ

 成瀬地区民生委員児童委員協議会 副会長 
成瀬小学校区地域学校協働活動推進員 

副議長 

白鳥
しらとり

 稔
みのる

 元 神奈川県教育委員会社会教育主事  

久保
く ぼ

薗
ぞの

 晃一
こういち

 伊勢原市スポーツ協会 会長  

鶴田
つ る た

 英子
え い こ

 伊勢原市文化団体連盟 会長  

細谷
ほ そ や

 毅
き

義
よし

 地域福祉を考える会 理事長 
神奈川県社会教育協会中地区 副会長 

 

家庭教育 岩
いわ

﨑
さき

 敏
とし

昭
あき

 伊勢原インターナショナルクラブ会員 
成瀬活性化委員会委員 

 

板倉
いたくら

 博子
ひ ろ こ

 伊勢原南地区民生委員・主任児童委員 
学校運営協議会委員（桜台小学校・中沢
中学校） 

 

学識経験者 古里
ふるさと

 貴士
た か し

 東海大学資格教育センター 准教授 議長 

公募委員 杉山
すぎやま

 美恵子
み え こ

 国連 UNHCR 協会会員 
山王塚公園愛護会 副会長 

 

園山
そのやま

 浩
ひろし

 元 リバティタウン伊勢原自治会 会長 
元 伊勢原市スポーツ推進審議会委員 

 

 



 

令和７年４月 日 

 

 

 各小中学校長 様 

 

 

伊勢原市教育委員会  

教育長 宮村 進一  

（公 印 省 略）  

 

 

      神奈川の教員の働き方改革加速化宣言等について（依頼） 

 

 

 このことについて、令和７年３月２８日付け教企第１５５５号により、神奈川県教育

委員会教育長から依頼がありましたので関係書類を送付します。 

 つきましては、「学校の働き方改革に関する保護者等あてメッセージ」を作成しまし

たので、学校 HP 等への掲載やマチコミメールなどにより、保護者や地域の方への周知等、

ご協力くださいますようお願いいたします。また、資料等を活用し、改めて教員一人ひ

とりに周知していただくとともに、引き続き指針に基づいた取組を進めてくださるよう

お願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             事務担当は、学校教育課人事係 

                                              TEL  94-4711 （内）5124 

                                              FAX  95-7615 
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【資料２】



学校の働き方改革にご協力をお願いします
学校では依然として長時間勤務の教員が多く、その是正が課題となって

います。

子どもたちにより良い教育を行うためには、教員の業務負担を軽減させ、
児童・生徒と向き合う時間を確保する必要があります。
そのため、県及び伊勢原市教育委員会は、学校の働き方改革

を進めてまいりますので、保護者・地域の皆様にも、
ぜひご理解、ご協力をお願いいたします。

１ 学校閉庁日や夜間・休日など勤務時間外における学校への電話
は、ご遠慮ください。事件・事故など緊急の場合は、警察や消
防等関係機関へご連絡をお願いします。

２ スマートフォンなどでのＳＮＳを通じたトラブルが発生してい
ます。
改めて、その適切な使用について、ご家庭で話し合ってくださ
い。

３ 放課後や夜間などの見回り、児童・生徒の補導対応などに、教
員があたる場合もありましたが、極力、地域や保護者の皆様の
ご対応をお願いします。

４ 部活動は引き続き、平日１日、週休日１日以上の休養日を設け
ます。

（問合せ先）伊勢原市教育委員会 学校教育課 ０４６３－７４－５２１４
神奈川県教育委員会 教職員企画課 ０４５－２１０－８１３８

このほか、学校における対応が、これまでと異なる場合も出てきますが、

なにとぞご理解・ご協力をお願いいたします。

【伊勢原市教育委員会作成】

2



これまで学校が担ってきた業務について、国は、次のように整理しています。

令和７年３月に県教育委員会と県域の市町村教育委員会が共同で働き方改革の

加速化を宣言しました。

県教育委員会及び県域の市町村教育委員会は、これま

でも教員の働き方改革に取り組んできましたが、学校で

は依然として、長時間勤務の教員が多く、その是正が大

きな課題となっています。

子どもたちにより良い教育を提供するためには、教員

の業務負担を軽減するとともに、教員のウェルビーイン

グを向上させる必要があります。

そこで、県教育委員会及び県域の市町村教育委員会は、

神奈川の教員の働き方改革に関する指針のもと一体と

なって、働き方改革の取組を加速化させていくことを、

ここに宣言します。

神奈川県教育委員会

県域の市町村教育委員会

神奈川の教員の働き方改革加速化宣言（令和７年３月28日）

ＰＴＡ協議会等からも学校の働き方改革について、応援をいただいています
。

ＰＴＡは、子どもたちにより良い教育を提供することを目的とする、学校の働き方

改革の取組を応援しています。ＰＴＡからも、県・市町村の働き方改革の取組につい

て、保護者・地域の皆様のご理解・ご協力をお願いいたします。

※ 神奈川県ＰＴＡ協議会、横須賀市ＰＴＡ協議会、神奈川県立高等学校ＰＴＡ連合会、神奈川県盲学校ＰＴＡ連合会、
神奈川県聾学校ＰＴＡ連合会、神奈川県特別支援学校知的障害教育校ＰＴＡ連合会、神奈川県特別支援学校肢体不自由教育校ＰＴＡ連合会

基本的には
学校以外が担うべき業務

学校の業務だが、必ずしも
教師が担う必要のない業務

教師の業務だが、
負担軽減が可能な業務

○登下校に関する対応
○放課後から夜間などに
おける見回り、児童生徒
が補導された時の対応
○学校徴収金の徴収・管理
○地域ボランティアとの
連絡調整

○調査・統計等への回答等
○児童生徒の休み時間に
おける対応
○校内清掃
○部活動

○給食時の対応
○授業準備
○学習評価や成績処理
○学校行事の準備・運営
○進路指導
○支援が必要な児童
生徒・家庭への対応

（県ホームページのリンク）

「神奈川の教員
の働き方改革
に関する指針」
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教員の働き方改革に向けた取組の基本方針

令和５年３月改定

伊勢原市教育委員会

4



はじめに

我が国の学校及び教員は、学習指導のみならず、生徒指導・支援等の面でも主要な役割

を担い、様々な場面を通じて、児童・生徒の状況を総合的に把握して指導を行っています

が、社会や経済の変化に伴い学校が抱える課題は、個有の特性や障がいにより特別な支援

を要する児童・生徒の増加、日本語指導が必要な外国人児童・生徒の増加、虐待、貧困等、

より複雑化・多様化しています。

一方、児童・生徒指導、部活動、保護者や地域との連携など学校や教員に対する多様な

期待は、学習指導の充実に対する要請と相まって、教員の長時間勤務という形で表れてお

り、その解消が喫緊の課題となっていたことから、伊勢原市教育委員会では、平成３０年

２月９日付けで文部科学省から発出された「学校における働き方改革に関する緊急対策の

策定並びに学校における業務改善及び勤務時間管理等に係る取組の徹底について」及び平

成３１年３月１８日付けで文部科学事務次官から発出された「学校における働き方改革に

関する取組の徹底について」（通知）を踏まえて、全ての教職員が能力を最大限に発揮で

きる職場環境づくりを進めるために、教員の働き方改革に向けた基本方針を平成３１年３

月に策定し、この基本方針に基づいて教員の働き方改革のための取組を着実に進めてきま

した。

令和４年度で基本方針の取組期間が満了しますが、引き続き、全ての教職員が能力を最

大限に発揮できる職場環境づくりを進める必要があるため、教員の働き方改革に向けた基

本方針を改定するものです。

基本的な取組

１ 教員が担うべき業務に専念できる職場環境づくり ……………………………… １

２ 部活動における負担軽減 …………………………………………………………… ３

３ 教職員の働き方の見直し …………………………………………………………… ４

４ 学校現場支援体制の強化 …………………………………………………………… ６
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１ 教員が担うべき業務に専念できる職場環境づくり

現在教員が担っている業務について、教員の担うべき業務、専門スタッフや事務職員

等と連携、分担する業務、地域の協力を積極的に得ながら行う業務、精選する業務を明

確にしながら、必要な体制強化を進める。

(1) スクールロイヤー配置による法務相談体制の構築（教育委員会・学校）

教育委員会及び学校を対象に法務相談を行うスクールロイヤーを配置し、学校に係

る法務相談体制を構築するとともに、児童生徒の教育保障やいじめ防止対策を推進す

る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(2) 教育相談・支援体制の拡充（教育委員会）

教育相談員・スクールカウンセラー（ＳＣ）による教育相談の実施やスクールソー

シャルワーカー（ＳＳＷ）に加えて、支援教育コーディネーターを配置することによ

り学校支援体制を拡充し、様々な悩み、相談への早期対応を行う。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(3) 指導補助員・特別支援介助員の適正配置（教育委員会）

学級数の増加等に応じて指導補助員や特別支援介助員を増員することにより、児童

・生徒の基本的生活習慣や学力の基礎、基本の定着など、きめ細やかなサポートの充

実を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(4) 学校支援ボランティア等の活用推進（教育委員会・学校）

大学生、教員ＯＢ等の地域人材を活用し、学習支援スタッフとして配置を拡大する。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(5) スクール・サポート・スタッフの任用・派遣（教育委員会）

県費又は市費を活用し、資料の印刷・配布、提出物等の整理、集金業務の補助、プ

リント等の採点など、学校運営、学校行事の作業を手伝うサポート・スタッフの任用

・派遣を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施
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(6) 学校ＩＣＴ化の推進（教育委員会・学校）

学校のＩＣＴ化を推進し、効果的、効率的で分かりやすい授業展開及び教材の共有

化並びにソフトウエアの更新により更なる事務処理の効率化を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(7) 不登校対策の強化（教育委員会・学校）

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用により自立支援事業の

充実を図り、不登校児童生徒の支援体制の強化を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(8) 学校閉庁日の設定（教育委員会・学校）

長期休業期間において一定期間の学校閉庁日を設け、日直等の業務負担を軽減し年

休取得の促進を進めることにより、教職員の健康増進等を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(9) 学校閉校時間の設定（教育委員会・学校）

効率的な業務処理を図るため、学校ごとに学校閉校時間を設定し保護者等へ周知を

図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

試行実施

(10) 定時退校日の設定（教育委員会・学校）

定時に退校する日を設定し、ワークライフバランスの推進を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

試行実施

(11)学校徴収金の公会計化（教育委員会）

学校給食費等の学校徴収金の公会計化、一元管理を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

研究・検討 導入準備
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２ 部活動における負担軽減

部活動は、生徒がスポーツや文化等に親しむとともに、学習意欲の向上や責任感、連

帯感のかん養等に資する重要な活動であるため、生徒のバランスの取れた生活や成長に

配慮した運営の工夫を図る。

(1) 部活動休養日の設定等の検討（学校）

「部活動の在り方に関する方針」に基づき、原則として週２日以上の部活動休養日

を学校ごとに適切に設定するとともに、活動時間を検討し、生徒の健康と安全に配慮

する。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(2) 部活動指導協力者制度の運用（教育委員会）

部活動指導協力者の適正配置に向けた環境整備を進め、部活動支援体制の充実を図

る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(3) 部活動の段階的な地域移行（教育委員会）

部活動における指導について、部活動の段階的な地域移行向けて研究・検討を進め

る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

研究・検討 導入準備
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３ 教職員の働き方の見直し

教職員の働き方において、ワークライフバランスを含むタイムマネジメント等の意識

改革を進め、心身ともに健康を維持できるよう働き方の見直しを図る。

(1) 業務負担の平準化、標準化の推進（学校）

過度な偏りや負担がないよう、国が作成した学校や教師・事務職員等の標準的な職

務の内容及びその例を参考にしつつ、校務分掌の平準化、標準化を図り、組織的な業

務執行を推進する。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(2) 小学校における教科担当制の充実（教育委員会）

現在、小学校において実施している教科担当制について、学級担任の授業準備の効

率化、教材研究の充実等とともに、集団指導体制の構築を図るため、市費非常勤講師

の配置や県費加配教員の活用により教科担当制のさらなる充実を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(3) 行事、研修、会議等の効率的・効果的な運用の推進（教育委員会・学校）

既存の行事、計画等の統廃合による見直し、集合研修の工夫、会議の回数縮減、資

料の事前配布、終了時間の設定予告による効率的な会議運営などの一層の推進を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(4) 勤務時間の適正把握（教育委員会・学校）

勤務時間を意識した業務改善に向けて、出退勤時間の客観的な実態把握を行う。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(5) 学校事務の共同実施の推進（教育委員会・学校）

複数の学校事務を共同処理する体制の強化を図ることにより、事務職員の学校運営

への参画、事務処理の効率化及びＯＪＴによる事務職員の人材育成の推進を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施
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(6) ストレスチェック活用等による労働安全衛生の推進（教育委員会）

業務内容や業務量、服務などについて、教職員が不安に感じていることなどを相談

しやすい雰囲気づくりの促進を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(7) 業務改善方針の推進（教育委員会・学校）

学校と教育委員会が一体となって業務改善を進めるため、客観的な勤務時間の把握

と分析とともに、本方針に基づく改善の進捗状況や改善策について確認、検証し、着

実な取組の推進を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(8) 厚生スペースの充実（教育委員会・学校）

快適な職場環境づくりに向け、リラックスできる休養・休憩スペース環境の充実を

図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

研究・検討

(9) 学校教職員互助会事業の充実（教育委員会・学校）

教職員の心身における健康を伸長するため、学校教職員互助会事業の充実を図る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(10) 学校マネジメント研修の実施（教育委員会）

教職員のマネジメント能力を高め、業務改善や働き方を見直すための意識改革を進

める体系的な研修会を実施する。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

研究・検討、実施
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４ 学校現場支援体制の強化

家庭や地域等を含めたすべての教育関係者が教員という仕事の特性と勤務実態を共有

し合いながら、それぞれの立場で取組を実行し、その効果が児童・生徒に行き渡るよう

にする。

(1) 教職員定数の改善に係る国・県への要望（教育委員会）

必要な教職員数を確保するため、教職員定数の改善について国・県に要望する。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施

(2) コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の運用（教育委員会・学校）

保護者、地域と連携・協働した「地域とともにある学校づくり」を進めるため、コ

ミュニティ・スクールを運用する。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施
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                                                            教企第1555号 

令和７年３月28日 

 

 各市町村教育委員会教育長 殿 

神奈川県教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

神奈川の教員の働き方改革加速化宣言等について（通知） 

 

このことについて、県教育委員会と県域の市町村教育委員会が一体となって、働き

方改革を加速させるため、「神奈川の教員の働き方改革に関する指針」（資料１）を

改定するとともに、本日、「神奈川の教員の働き方改革加速化宣言」（資料２）を行

いました。 

県教育委員会では、市町村立学校働き方改革加速化補助金を創設するなど、市町村

を支援していきますので、貴教育委員会におかれましては、これまで以上に働き方改

革に取り組んでいただきますようお願いします。 

また、「学校の働き方改革に関する保護者等あてメッセージ（ひな型）」（資料３）

を作成しましたので、学校ＨＰ等への掲載やマチコミメールなどにより、保護者や地

域の方々への周知等、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

問合せ先 

教育局行政部教職員企画課企画労務グループ 河合  

電話(045)210-8138（直通） 
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神奈川の教員の働き方改革に関する指針

神奈川県
教育委員会

令和７年３月 改定

13
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県教育委員会は、令和元年に、「持続可能な学校運営と神奈川の教育の質を
高めるために、勤務実態を改善し、教員がワーク・ライフ・バランスの実現を
通じて、自らの人間性や創造性を高めるとともに、子どもたちと向き合う時間
を確保し、効果的な教育活動を行う」ことを目的に、「神奈川の教員の働き方
改革に関する指針」を策定しました。

その中で、
①時間外在校等時間の縮減（月45時間上限など）
②年次休暇一人あたり年平均取得日数15日以上及び
学校閉庁日５日間の設定

③「神奈川県の学校部活動に関する方針」の遵守
（部活動休養日を週あたり２日以上等）

の目標を掲げ、教員をサポートする外部人材の活用など、働き方改革の取組を
進めてきました。

その結果、②、③の目標については概ね達成しましたが、①については一定
の改善はみられるものの、依然として、月45時間を超える時間外勤務を行って
いる教員が多い実態があります。

そこで、指針策定から概ね５年が経過した中、改めて、県教育委員会と県域
の市町村教育委員会が一体となって、働き方改革を加速させるため、「神奈川
の教員の働き方改革に関する指針」を改定し、子どもたちへのより良い教育を
実現していきます。

改定の経緯

25.3%

42.2%

14.5%

6.6%
3.2%

11.5%

1.9%
0.4%

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

月の時間外在校等時間45時間超の教員割合

月の時間外在校等時間80時間超の教員割合

令和５年度 時間外在校等時間の状況
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本指針では、教員の働き方改革の実現に向けた基本的な考え方や、取組の方向性
を示しています。

県教育委員会は、指針に基づき、県立学校における働き方改革を推進します。
県域の市町村立学校における働き方改革は、当該市町村教育委員会が推進し、県

教育委員会はその取組を支援します。

指針の対象期間は、令和11年度までの概ね５年とします。
ただし、令和７年度から９年度までの３年間を「重点改革期間」に設定し、市町

村への強力な支援などにより、目標の早期達成を目指します。

１ 指針の性格と対象期間

【目標】
時間外在校等時間 月45時間超の教員の割合 ０％

年360時間超の教員の割合 ０％

長時間勤務の是正
在校等時間の把握を徹底し、時間外在校等時間を縮減します。

ウェルビーイングの向上
働きやすさと働きがいの両立を目指します。

【目標】
「現在の職場を働きやすい職場」と感じている教員の割合 80％以上
「仕事にやりがいがある」と感じている教員の割合 80％以上

２ 目標

教員の「長時間勤務の是正」とともに「ウェルビーイング※の向上」を図るため、
次のとおり県・市町村教育委員会共通の目標を設定します。

※ ウェルビーイングとは、身体的、精神的、社会的に良い状態にあることをいいます。

15



３ 目標達成に向けた取組

目標達成に向けて、次の体系により取組を進めます。
なお、国等の新たな動きなどにより、必要な見直しを行う場合があります。

意識・風土の改善

現場の声を踏まえたＰＤＣＡサイクル
の構築

質の高い教員の確保

働き方改革の実効性を高める環境づくり

 働き方改革に関する教員の声を聞く
仕組みづくり

 教育委員会における取組状況の見える化

 教員の働き方改革に対する意識の醸成

 完全退勤時間の設定・遵守

 学校閉庁日の遵守

 会議等の見直し、効率化

 教員採用試験の見直し

 教員の配置定数の改善について国に要望

教員がいきいきと活躍できる環境づくり

組織的な支援体制の充実

 通話の録音機能導入による相談等の
的確な把握

 保護者等の相談窓口の設置

 教員のメンタルヘルス対策の充実

 校長によるマネジメントの強化

教員の処遇改善

 教員の処遇改善について国に要望

働きやすい職場環境づくり

校務ＤＸの加速化

 様々な校務へのDＸの導入（保護者との
連絡、テストの採点等）

 外部人材の活用によるＩＣＴ支援

快適に仕事ができる勤務環境の整備

 職員室などのオフィス環境の改善整備

 年次休暇等の取得促進

業務の削減・見直し

 学校への調査・照会の削減

 学校行事等の見直し、効率化

 部活動に関する方針の遵守

 勤務時間外の電話への自動音声応答の導入

 学校と保護者・地域との役割分担（コミュ
ニティ・スクールの活用等）

教員の業務の明確化

 外部人材の活用による教員の業務負担の軽減
（業務アシスタント、スクール・サポート・
スタッフなど）

 外部人材の活用による困難を抱える子ども

への支援（スクールカウンセラーなど）

チームで支える学校づくりの推進

教員が本来業務に注力できる環境づくり

※ ●は主な取組 16



〇 県・市町村教育委員会が共同して、毎年度、目標の進捗管理を実施し、公表します。
また、PTA団体等に進捗状況を説明し、意見交換を実施します。

〇 教員から業務改善提案を受け付ける仕組みを構築します。

ＰＤＣＡサイクルの構築

〇 全ての教員に、働き方についての意識改革を促すとともに、保護者や地域に、
教員の働き方改革への理解、協力を促します。

〇 学校に対する調査や照会を削減します。

〇 運動会や学芸会など、学校行事について見直しや効率化など、精選を図ります。

〇 勤務時間外の電話に対して、自動音声による応答を実施します。

〇 職員会議など、各種会議について見直し、縮減や合理化を徹底します。

〇 部活動指導員など、外部人材の拡充を図ります。

〇 中学校における部活動の地域移行や地域連携を推進します。

業務の削減・見直し

〇 学校と保護者との連絡手段をＩＣＴ化するなど、校務DXにより業務の効率化を

進めます。

校務ＤＸの加速化

４ 県・市町村教育委員会の重点取組

目標達成に向けた取組のうち、本指針の対象期間における重点取組として、
次の事項に県・市町村教育委員会が共同して取り組みます。

〇 保護者等からの困難な要望に、学校と教育委員会が連携して対応します。

〇 校長の役割に働き方改革を位置づけ、その推進を強化します。

組織的な支援体制の充実

〇 教員の配置定数や外部人材の拡充などについて、県・市町村教育委員会が共同して
国に要望します。

17



参考

県教育委員会が行う具体的な取組

県教育委員会は、外部人材の積極的な活用など、これまで行ってきた働き方改革の
取組に加え、指針に基づき、新たに次の取組を行います。
特に、重点改革期間に限って特例的に行う「働き方改革加速化補助金」により、

県域の市町村教育委員会の取組を強力に支援します。

働き方改革加速化宣言

県教育委員会と県域の市町村教育委員会が一体となって、教員の働き方
改革を加速させることを、保護者や地域等に宣言し、理解と協力を促しま
す。

１ 県・市町村

教員の意見を聞く仕組みの構築

教員の働き方改革を実効性あるものとするため、県立学校において実施
している意識調査を市町村立学校においても実施するなど、当事者である
教員の意見を聞く仕組みを構築します。

２ 県・市町村

メンタルヘルス対策の充実

教員のメンタルヘルス対策を進めるため、県立学校に臨床心理士を派遣
するほか、県域の市町村立学校の教員も研修に参加でき、重点改革期間中
は精神科医に相談できる体制を整備するなど、市町村の取組を支援します。

３ 県・市町村

働き方改革加速化補助金の創設

県域の市町村立学校における働き方改革を進めるため、重点改革期間中
に市町村教育委員会が行う取組について、臨時的・特例的な措置として、
「市町村立学校働き方改革加速化補助金」を創設し、強力に支援します。

４ 市町村

市町村立学校の教科担任制の推進等

小学校における教科担任制の推進や、小学校における35人以下学級の
拡大等を進めるとともに、教頭マネジメント支援員などの支援スタッフを
配置し、指導・運営体制を充実させます。

５ 市町村

中学校における部活動の地域移行・地域連携の推進

生徒が、スポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる機会を
確保するとともに、教員の働き方改革を推進するため、部活動の地域移行・
地域連携を推進します。

６ 市町村
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参考

通話録音機能／自動音声応答機能付き電話の導入

保護者・地域からの相談等を的確に把握するため、勤務時間内の通話録音
機能を導入します。また、教員の長時間勤務を是正するため、勤務時間外の
自動音声応答を導入します。

10 県

学校問題の解決に向けた支援窓口の設置

学校と保護者・地域住民との間で生じた困難な問題について、円滑な解決
を図るため、学校問題解決支援窓口（仮称）を県教育委員会内に設置します。

11 県

オフィス環境の改善

働きやすい職場環境を実現するため、職員室等のオフィス環境を改善します。

12 県

校務ＤＸの加速化

新たに次のシステムを開発することにより、校務ＤＸを加速化し、業務の
効率化を推進します。
○ 学校と保護者との間の迅速な連絡・情報共有を図るため、学校・家庭
連絡システムの導入に向けた開発を行います。

○ 高等学校等における教員の定期テスト等の採点業務の効率化を図るため、
採点システムの導入に向けた開発を行います。

○ 校務を効率化するための統合型校務支援システムについて、特別支援
学校での導入に向けた開発を行います。

○ 教員の情報共有手段であるグループウェアシステム等の再構築に向けて、
計画を策定します。

８ 県

ＩＣＴ支援の充実

教員のＩＣＴ活用の充実を図るため、県立学校にＩＣＴ支援員を引き続き
配置するとともに、より高度なＩＣＴの専門知識を有する人材を新たに配置
します。また、教員が利用するネットワーク、パソコン、システム等に関す
る問合せ対応やネットワーク障害発生時の一部対応作業を行うヘルプデスク
を設置します。

９ 県

県立学校勤務時間管理システムの改修

客観的勤務時間の把握を徹底するとともに、時間外在校等時間が規則上限
を超えた場合に、該当職員に対して注意喚起等を行えるようにするため、
勤務時間管理システムを改修します。

７ 県
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神奈川の教員の働き方改革について、県のホームページに掲載しています。
URL:https://www.pref.kanagawa.jp/docs/pi7/cnt/f537530/index.html

教育委員会教育局行政部教職員企画課
〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 電話(045)210-8138（直通）

神奈川 教員 働き方改革 検索

令和７年３月、県教育委員会と県域の市町村教育委員会は、
共同で働き方改革の加速化を宣言しました。

神奈川の教員の働き方改革加速化宣言

県教育委員会及び県域の市町村教育委員会は、これまでも教

員の働き方改革に取り組んできましたが、学校では依然とし

て、長時間勤務の教員が多く、その是正が大きな課題となって

います。

子どもたちにより良い教育を提供するためには、教員の業務

負担を軽減するとともに、教員のウェルビーイングを向上させ

る必要があります。

そこで、県教育委員会及び県域の市町村教育委員会は、神奈

川の教員の働き方改革に関する指針のもと一体となって、働き

方改革の取組を加速化させていくことを、ここに宣言します。

令和７年３月28日

神奈川県教育委員会

県域※の市町村教育委員会

※ 横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、逗子市、三浦市、

秦野市、厚木市、大和市、伊勢原市、海老名市、座間市、南足柄市、綾瀬市、

葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、

箱根町、真鶴町、湯河原町、愛川町、清川村の30市町村
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県教育委員会及び県域の市町村教育委員会は、これまでも教員の働き方 

改革に取り組んできましたが、学校では依然として、長時間勤務の教員が 

多く、その是正が大きな課題となっています。 

子どもたちにより良い教育を提供するためには、教員の業務負担を軽減 

するとともに、教員のウェルビーイングを向上させる必要があります。 

そこで、県教育委員会及び県域の市町村教育委員会は、神奈川の教員の 

働き方改革に関する指針のもと一体となって、働き方改革の取組を加速化 

させていくことを、ここに宣言します。 

 

 

 令和７年３月 28 日 

 

神奈川県教育委員会  

県域※の市町村教育委員会  

 
※ 横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、逗子市、三浦市、   

       秦野市、厚木市、大和市、伊勢原市、海老名市、座間市、南足柄市、綾瀬市、   

       葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、 

箱根町、真鶴町、湯河原町、愛川町、清川村の 30 市町村            

神奈川の教員の働き方改革加速化宣言 
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令和７年４月 

教育センター 

 

教育センター指定課題別調査研究部会の研究成果物について 

 

１ 作成及び配付のねらい 

伊勢原市の地域に根ざした教材を作成して小中学校の授業で活用することにより， 

伊勢原市に対する児童生徒の理解を深める。 

 

２ 研究成果物 

（１）小学校生活科・理科副読本「いせはらのしょくぶつ」 

作  成：伊勢原の自然に関する研究部会   

配付対象：小学校１年生 

「いせはらのしょくぶつ」について春・夏・秋・冬の季節ごとに 

「見る」「遊ぶ」等でまとめている。草花の自然の様子や活 

動の様子がわかりやすいように，写真やイラストが入っている。部会  

でどんぐり工作の動画を作成し，視聴用の二次元コードを添付した。 

 

（２）小学校社会科副読本「いせはら」 

作  成：小学校社会科副読本作成に関する研究部会 

配付対象:小学校３年生 

伊勢原市の土地の様子，人々の暮らしやその移り変わりなどに  

ついて，カラー写真やグラフ，絵地図などの資料を多く取り入れ 

て構成している。 

 

（３）小・中学校社会科歴史読本 

「いせはらのむかし 旧石器時代～古墳時代」 

作  成：地域歴史教材に関する研究部会   

配付対象：小学校６年生  

旧石器時代から古墳時代の「いせはら」の自然環境，地形，暮 

らしなどを，遺跡などの写真資料を取り入れて説明している。 

 

（４）小・中学校社会科歴史読本 

「いせはらのむかし 奈良時代～江戸時代」 

作  成：地域歴史教材に関する研究部会 

配付対象:小学校６年生 

奈良時代から江戸時代の伊勢原の主な出来事，活躍した人物， 

暮らしなどについて，写真資料を取り入れて説明している。 

 

 

 

【資料３】



令和７年度社会教育指導員の任用について

【社会教育指導員】

担　当 氏　名

人権教育担当 山田　芳之

○任期：令和７年４月１日～令和８年３月３１日
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【資料４】



第３９回 伊勢原美術協会展の実施報告について 

 

  

１ 主  催    伊勢原市教育委員会 伊勢原美術協会 

 

 

２ 目  的    伊勢原美術協会会員の優れた作品を展示することにより、 

芸術・文化とふれあう機会を提供し、その普及を図ること

を目的とする。 

 

 

３ 開催期間    令和７年３月３日(月)～３月９日(日) 

          午前１０時～午後５時 

(最終日は午後４時まで) 

 

 

４ 会  場    伊勢原中央公民館 １階 展示ホール 

 

 

５ 展示内容    伊勢原美術協会会員及び会友等の作品 ３８点   

           (絵画、版画、彫刻、陶芸) 

 

 

６ 参加者数  

                    （単位：人） 

 期 日 参加者数 

１ ３月 ３日（月） １６９ 

２ ３月 ４日（火）   １４６ 

３ ３月 ５日（水）   １３６ 

４ ３月 ６日（木）   １５１ 

５ ３月 ７日（金）   １６０ 

６ ３月 ８日（土）   １２８ 

７ ３月 ９日（日）   １８４ 

 合 計 １，０７４ 

 

【資料５】



議案第１３号 

 

 

令和７年度伊勢原市教育委員会点検評価の実施について 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６

条第１項の規定に基づく伊勢原市教育委員会点検評価の令和７年度における実施方

法及び評価会議等の日程について、伊勢原市教育委員会教育長に対する事務委任等

に関する規則（昭和５３年伊勢原市教育委員会規則第９号）第２条第１項第８号の

規定により提案する。 

 

 

令和７年４月２２日提出 

 

 

伊勢原市教育委員会 

教育長 宮村 進一 

 

 

 

 

 

提案理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和３１年法律第１６２号)第２６条

第１項の規定に基づき実施する教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状

況に対する点検及び評価を適切に行うため。 

- 1 -



令和７年度伊勢原市教育委員会点検評価（令和６年度実施事業）実施要領(案) 

１ 目的 
この要領は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「法」という。）第２６条の規定に基づ

き、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価（以下「点検評

価」という。）を実施するにあたり、その内容及び実施方法について、点検評価の円滑な実施が図られ

るよう必要な事項を定めるものである。 

２ 実施主体 
伊勢原市教育委員会 

３ 対象年度 
令和６年度 

４ 対象事業 
伊勢原市第３期教育振興基本計画実施計画に掲げる「主な取組」７８の取組のうち、教育部所管であ

る６４の取組を対象事業とする。 

５ 実施方法 

(1) 自己点検評価の実施 

ア） 事務局等による点検評価の実施 

① 点検評価の対象となる事業を所管する所属において、当該事業の取組実績（Do）を明らかに

し、その進捗状況、必要性、有効性の３つの視点から点検評価（Check）を行う。 

② 点検評価の結果及び事業実施の上での課題を踏まえ、今後の取組の方向性等（Action）を

明らかにする。 

イ） 教育委員による点検評価 
事務局が実施した点検評価の結果を基に、教育委員による自己点検評価を実施するとともに、

事業の内容や今後の取組方針に意見する。 

(2) 学識経験者による点検評価 
法第２６条第２項の規定に基づき、教育に関する学識を有する者の知見を活用し、専門的な助

言を得るとともに、点検評価の客観性及び市民の視点に立った点検評価を確保する。また、報告

書の作成にあたっては、総括的な意見を依頼するものとする。 

(3) 点検評価報告書(案)の作成 
学識経験者による総括的な意見を加えた点検評価報告書（案）を調製する。 

(4) 教育委員会議での審議 
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６ スケジュール 
別紙「令和７年度伊勢原市教育委員会点検評価（令和６年度実施事業）スケジュール」のとおり 

７ 点検評価の報告と公表 
点検評価の結果は市議会へ報告するとともに、教育委員会ホームページ等により公表する。 

８ 点検評価の活用 
点検評価の結果は、事業の改善及び次年度当初予算編成等に活用する。 

９ その他 
この要領に定めるもののほか、点検評価の実施について必要な事項は、別に定める。 
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令和７年度伊勢原市教育委員会点検評価（令和６年度実施事業）スケジュール 

 ４月２２日（火）   教育委員会議４月定例会  

 令和７年度教育委員会点検評価（令和６年度実施事業）実施要領（案）を議案上程 

 ５月上旬  各所属へ点検評価の依頼  

 

 ６月上旬  各所属の点検評価の取りまとめ 

 

 ６月下旬  第１回点検評価会議開催通知及び資料の送付 

 

 ７月上旬   第１回点検評価会議   午後２時～午後４時 第○委員会室 

 教育長及び教育委員からの意見、質疑 
 教育長及び教育委員からの意見を集約し、各所属へ修正等依頼 

 ７月下旬  第２回点検評価会議開催通知及び資料の送付 

 

 ８月上旬   第２回点検評価会議   午後２時～午後４時 第○委員会室 

 報告書（案）の確認 
 外部委員（学識経験者）へ総括的な意見を依頼 

 ９月下旬   教育委員会議９月定例会  

 令和７年度教育委員会点検評価（令和６年度実施事業）報告書（案）の議案上程 
 

 １１月    部長会議  

 令和７年度教育委員会点検評価（令和６年度実施事業）について報告 
 

 １１月下旬  議会全員協議会  

 令和７年度教育委員会点検評価（令和６年度実施事業）について報告 
 公表（ＨＰ・冊子配布） 
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